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１　 調査の目的と概要

　平成 12 年 6 月の社会福祉事業法等の改正により，

社会福祉法に新たに地域福祉計画の策定が規定された．

これにより，市町村と都道府県は主体的に地域福祉計

画を策定することとされた．

　宇部市でもこれに従い地域福祉計画を策定していた

が，このたび第 1 次計画の期間を満了することから，

第 2 次計画の策定の作業が進んでいる．また，宇部市

社会福祉協議会はこれと連動する形で，地域福祉活動

計画を策定しており，宇部市の地域福祉第 2次計画策

定と時を同じくして地域福祉活動第 4次計画の策定の

作業が進んでいる．

　地域福祉計画の策定については，地域住民の意見を

十分に反映させながら行うことが求められている．こ

のため，今回の地域福祉計画および地域福祉活動計画

の策定に際して，宇部市と宇部市社会福祉協議会は，

共同で『宇部市地域福祉計画・社会福祉協議会地域福

祉活動計画』を策定するためのアンケート調査（以降，

本調査）を宇部市民に対して実施した．本報告はこの

調査結果の一部について，速報として報告するもので

ある．

　本調査の調査対象及び配付，回収状況は，以下のと

おりである．

・調査対象　 無作為に抽出した宇部市内に居住する

20 歳以上の成人

・調査内容　地域の福祉環境や福祉活動に関する事項

・調査時期　平成 22年 8月

・調査方法　郵送による配付・回収

・配 付 数　3,000

・回 収 数　1,080

・回 収 率　36.0%

２　回答者の概要

　回答者の属性は以下の表 1，表 2に示すとおりである．

　下表に示すもののほか，回答者の属性としては，居

住校区，職業，家族構成，宇部市居住年数をたずねて

いるが，これらのうちで特筆すべき点としては，職

業において「無職（家事専業も含む）」とする者が

50.3％であったことと，宇部市居住年数（市町村合併

の関係で，旧楠町への居住年数を含めることとしてい

る）において，20 年以上とする者が 80.6％と非常に

多かったことがあげられる．
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Abstract ― Local governments have taken responsibility to prepare their own community social welfare plans in 

accordance with the Social Welfare Low amended in 2000. It is required that local governments settle on their community 

social welfare plans while reflecting local populace's opinion enough. Therefore, when the second Community Social 
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UBE City Council of Social Welfare jointly executed the questionnaire survey to the Ube citizens. This report shows the 

news flash about a part of the result of this survey.
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表 1　性別

％

　　　男 38.7

　　　女 61.3

N=1068


